
 

 

外部の労働者等からの通報事案の対応手順について（イメージ図） 
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【窓口課】  【主管課】 

<公益通報等の受付> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<通報の不受理> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<通報の受理・不受理> 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<調査> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<是正措置の実施> 

 

 

   
 通報者への通知について  

 義務規定  支障がない場合は義務規定 

 

要件

公益通報 1
①事業者に通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨の通報であること、②①の事業者の労働者からの通報であるこ
と、③①の事業者の通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関に対する通報であること、④①であると
信ずるに足りる相当の理由があること、⑤不正の目的でないこと

2
①事業者に通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨の通報であること、②①の事業者の法令遵守を確保する上で必
要と認められる者からの通報であること、③公益通報の要件である③から⑤の要件を満たしているもの

3

①事業者に通報対象事実以外の法令違反の事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨の通報であること、②①の事業者の労
働者からの通報又は①の事業者の法令遵守を確保する上で必要と認められる者からの通報であること、③①の事業者の通報対
象事実以外の法令違反の事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関に対する通報であること、④①であると信ず
るに足りる相当の理由があること、⑤不正の目的でないこと

区分

公益通報に
準ずる通報

※匿名による通報は、可能な限り実名による通報と同様に実施するよう努める。  

・公益通報等の受付 

・下図の要件を判定 

・必要に応じて通報者等に

対し聴き取りを実施 

満たさない 満 た す と 

考えられる 

・下図の要件を再判定 

・必要に応じて通報者に対し聴

き取りを実施 

不受理 受理 

窓口課と主管課で

協議の上、受理・

不受理を決定 

調査の必要性を検討 

調査不要 要調査 

事実なし 事実あり 

法令に基づく勧告等 

の是正措置 

受理・不受理を通知 

調査の進捗状況、 

調査結果を通知 

是正措置の内容を通知 

不受理を通知 

（参考） 

通報 

（下図の区分１～３） 


